
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・左端の欄が青地に白の場合 は、政府関連機関で編集している白書であることを指します。 
・学内で比較的、白書を多く揃えているのは「本館・南棟 3階・参考白書年鑑」(本館 3階の新着雑誌の向かい側)です。タイトル
などの欄が赤字の場合は、最新号が本館・南棟 3階・参考白書年鑑(新着雑誌の向かい側)にあります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

白書とは？：政府が政治・経済・外交などの実情や施策を国民に知らせるために公表する報告書。ですが、最近
では、地方公共団体や民間なども『～白書』を発行する例が見られます。 
何に役立つ？：その白書が扱う分野の現状や展望を概観するのにぴったり。また、統計や予算といったデータを
まとめて入手するのにも適しています。近年は白書を付す資料が増加傾向にあるので、様々な場面にマッチする
白書があるはずです。 

日本の白書 

厚生労働一般、ジェンダー、少子高齢化、社会福祉、人権に関する主要な白書の一覧 

 

（厚生労働一般、ジェンダー、少子高齢化、社会福祉、人権） 10 

裏面に続く 

左端の欄が青地に白の場合 

厚生労働一般
変遷（概要）
北大の主な所蔵
電子版URL
冊子体が出ている年 1956
北大に冊子体がある年 1956-1959,1962-1968,1970-
電子版が利用できる年 1956

変遷（概要）

北大の主な所蔵
電子版URL
冊子体が出ている年 1964
北大に冊子体がある年 1964,1966-1969,1971-
電子版が利用できる年 2000

ジェンダー

変遷（概要）

北大の主な所蔵

電子版URL
冊子体が出ている年 1952
北大に冊子体がある年 1954-1956,1960-
電子版が利用できる年 1998

変遷（概要）

北大の主な所蔵
電子版URL
冊子体が出ている年 1978
北大に冊子体がある年 1978
電子版が利用できる年 2001
変遷（概要）
北大の主な所蔵
電子版URL
冊子体が出ている年 2003
北大に冊子体がある年 2003-2004,2007
電子版が利用できる年

2
『世界の厚生労働（公
文書版は『海外情勢報
告』）』　厚生労働省

1964（昭和39）年発行の『諸外国の雇用と長期労働計画』が起源、（1975（昭和50）年までは省略）→1976（昭和51）年-
1984（昭和59）年『諸外国の雇用と賃金』→1985（昭和60）年-2000（平成12）年『海外労働白書』→2001（平成13）年-
2004（平成16）年『海外情勢白書』→2006（平成18）年-『世界の厚生労働』

最新号は教育、経済で所蔵、1964（昭和39）年-2007（平成19）年にかけては本館にあり（欠号もたまにある）
http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/（要約版のみの年あり）

1

『女性労働の分析（公
文書版は『働く女性の
実情』）』　厚生労働
省雇用均等・児童家庭
局

1952（昭和27）年（？）-1992（平成4）年『婦人労働の実情』→1993（平成5）年-1997（平成9）年『働く女性の実情』→
1998（平成10）年-2004（平成16）年『女性労働白書』→2005（平成17）年-『女性労働の分析』

2005（平成17）年から最新号までは教育と経済で網羅して所蔵、1954（昭和29）年から2004（平成16）念までは本館でほぼ網
羅

http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/

2
『男女共同参画白書』
内閣府

1978（昭和53）年-1989（平成元）年『婦人の現状と施策』→1992（平成4）年-1995（平成7）年『女性の現状と施策』→1997
（平成9）年『男女共同参画の現状と施策』→1998（平成10）年-『男女共同参画白書』

本館に初号から最新号までほぼ網羅、その他、教育などにあり
http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/

1
『厚生労働白書』　厚
生労働省

1956（昭和31）年-2000（平成12）年『厚生白書』→2001（平成13）年-『厚生労働白書』
本館で初号から最新号までほぼ網羅、その他、北図書館、医、農などにあり
http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/（要約版のみの年あり）

3
『ジェンダー白書』
北九州市立男女共同参
画センター"ムーブ"

2003（平成15）年-
本館に数冊のみあり
フリーアクセスでの公開無し

http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/
http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/
http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/
http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/
http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/
http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/
http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/index.html
http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/index.html
http://www.kitakyu-move.jp/tosyocat/publication-gender
http://www.kitakyu-move.jp/tosyocat/publication-gender


【資料】白書統計索引（2016） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【求めるデータが載っている白書はどれ？そんなときはこれ！】 

2016（平成 28）年に国内で刊行された白書 118種に収録された 16,806点の統計をキーワードから探せます（2017（平成

29）年以降に刊行された白書には同じ統計が載っていない場合があります）。本館・南棟 3階・参考白書年鑑にあります。 

例：「育児」の統計を探したい。 → 「育児」の項を見ると、『少子化社会対策白書』、『男女共同参画白書』、『日本子ども資

料年間』などに統計が載っていることがわかります。なお、この項の冒頭には「子育てをも見よ」とあり、「子育て」の項も有

用であることがわかります。このように類似の項目が示されている場合があります。 
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変遷（概要）
北大の主な所蔵
電子版URL
冊子体が出ている年 1975
北大に冊子体がある年 1981-1985,1987-
電子版が利用できる年

少子高齢化
変遷（概要）
北大の主な所蔵
電子版URL
冊子体が出ている年 1996
北大に冊子体がある年 1996
電子版が利用できる年 1997

変遷（概要）

北大の主な所蔵
電子版URL
冊子体が出ている年 2004
北大に冊子体がある年 2004
電子版が利用できる年 2004

社会福祉
変遷（概要）
北大の主な所蔵
電子版URL
冊子体が出ている年 2007
北大に冊子体がある年 2007-2009,2012
電子版が利用できる年 2007
変遷（概要）
北大の主な所蔵
電子版URL
冊子体が出ている年 1956
北大に冊子体がある年 1967-1968 2004
電子版が利用できる年
変遷（概要）
北大の主な所蔵
電子版URL
冊子体が出ている年 2006
北大に冊子体がある年 2014
電子版が利用できる年

人権
変遷（概要）
北大の主な所蔵

電子版URL

冊子体が出ている年 2003
北大に冊子体がある年 2009-2010,2012
電子版が利用できる年 2006

1
『高齢社会白書』　内
閣府

1996（平成8）年-
本館で初号から最新号まですべて網羅、その他、保健などにあり
http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/index-w.html（概要のみの年あり）

1
『自殺対策白書』　内
閣府

2003（平成15）年-
『人権教育及び人権啓発施策』のみ本館に数冊あり

http://www.moj.go.jp/hakusyo_index.html（最新号のみ、ただし『人権教育及び人権啓発施策』は2006（平成18）年-が利用
可（一部概要のみ））

フリーアクセスでの公開無し

4
『女性白書』　日本婦
人団体連合会

1975（昭和50）年-1999（平成11）年『婦人白書』→2000（平成12）年-『女性白書』
1981（昭和56）年から最新号まで教育でほぼ網羅
フリーアクセスでの公開無し

2007（平成19）年-
北図書館、保健に数冊あり
http://www8.cao.go.jp/jisatsutaisaku/whitepaper/index-w.html

2
『少子化社会対策白
書』　内閣府

2004（平成16）-2009（平成21）年『少子化社会白書』→2010（平成22）年-2012（平成24）年『子ども・子育て白書』→
2013（平成25）年-『少子化社会対策白書』

本館で初号から最新号まですべて網羅
http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/

3
『精神保健福祉白書』
精神保健福祉白書編集
委員会

2006（平成18）年-
医に2014（平成26）年のみあり
フリーアクセスでの公開無し

2
『社会福祉の動向』
全国社会福祉協議会

1956（昭和31）年-
本館に数冊のみあり

1

『人権教育・啓発白
書』　法務省・文部科
学省（公文書版は『人
権教育及び人権啓発施
策』）

http://fudanren.biz/hakkoubutu.html
http://fudanren.biz/hakkoubutu.html
http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/index-w.html
http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/index-w.html
http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/index.html
http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/index.html
http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/jisatsu/16/index.html
http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/jisatsu/16/index.html
http://zseisaku.net/
http://zseisaku.net/
https://www.gov-book.or.jp/book/detail.php?product_id=316064
https://www.gov-book.or.jp/book/detail.php?product_id=316064
http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken129.html
http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken129.html



